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資料の構成について

本資料は、立地適正化計画作成の手引き等に沿って防災指針の検討を行い、パブリックコ
メント等において素案の公表に至った先行モデル都市の取組状況等を整理しています。
また、各先行モデル都市における工夫した取組についても併せて整理しています。

目次

(1)先行モデル都市における取組の工夫点（(2)に示す資料について）

(2)防災指針(案)を公表した都市における、災害リスクへの対応方針・
具体的な取組等の検討事例
〇七戸町
〇二戸市
〇南陽市
〇秩父市
〇厚木市
〇忠岡町
〇熊本市
〇日向市

(3)公表に向けて準備を進めている先行モデル都市における、災害リス
クへの対応方針・具体的な取組等の検討状況一覧
※（1）の都市を含む
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(1)先行モデル都市における取組の工夫点

工夫された取組

位置付けた施策の実施主体について、自治体内の担当部局を明記し、庁内の役割
分担や責任を明確化している。（七戸町 P8）

課題整理において、図示だけではなく地区別に具体的な浸水深の数値を記述し、リス
クコミュニケーションの観点から住民に災害リスクの程度が具体的に伝わるよう記載し
ている。（二戸市 P10）

災害リスク分析の結果を踏まえ、住居等の移転を図る地域を明示することに併せ、具
体的な取組として災害の危険性の高い地区から居住誘導区域への移転等の補助
（空き家を活用した居住支援）について検討している。（南陽市 P15）

居住誘導区域内だけでなく、誘導区域外における避難体制の構築や建築物の耐震
化等、安全確保の取組をあわせて示している。（秩父市 P19）

対応方針に沿って考えられる取組は、検討中の施策も含めて幅広く記載し、市民等に
提示を行っている。（厚木市 P28）

市民意識の変化や浸水想定区域内の居住人口といったアウトカム指標を定量的目標
として設定している。（厚木市 P29、熊本市P46他）

公表済みの内水ハザードマップがないため、事業部局が保有している内水シミュレー
ション結果を用いて、災害リスクの分析を実施している。（忠岡町 P32他）

市内を１６地区に分割し、地区毎の災害リスク分析のもと、各々の特徴を踏まえて取
組を地区毎にきめ細かに位置付けている。（熊本市 P43）

宅地・建物売買の際、重要事項説明の一環として、説明が義務付けられていない津
波浸水想定区域等について、関係機関と連携し、取得者等への周知を図ることとして
いる。（日向市 P51）
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(2)防災指針(案)を公表した都市における、
災害リスクへの対応方針・具体的な取組等
の検討事例
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青森県七戸町（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域×標高データ×施設立地

マクロ分析：洪水・土砂災害
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青森県七戸町（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域（L2）×家屋倒壊等氾濫想定区域×指定避難場所

洪水浸水想定区域（L1）×建物分布・階数
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青森県七戸町（防災上の課題）

No 災害 課  題 

① 

洪水 

まちの拠点となる地域だが、一定の浸水リスクはある。 

② 
想定最大規模の洪水において、平屋建てが多く、浸水深によっては、

垂直避難が困難なところがある。 

③ 近くに指定避難所等がなく、避難行動にリスクが伴う。 

④ 土砂災害 土砂災害のリスクがあるが、住宅が建ち並んでいるところがある。 

※令和３年１月七戸町パブリックコメント資料より抜粋
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青森県七戸町（課題に対する対応方針）

No 災害 課題 低減/回避 方  針 

① 

洪水 

まちの拠点に 

浸水リスクあり 

リスクの 

低減 
避難計画・備蓄計画を強化する。 

② 
平屋建てでは 

垂直避難が困難 

リスクの 

低減 

住民に対し、浸水深を考慮した階層の建

築を促す。 

③ 
近くに指定避難

所等がない 

リスクの 

回避 

誘導区域には設定せず、避難計画・備蓄

計画を強化する。 

④ 
土砂 

災害 

住宅に土砂災害

のリスクあり 

リスクの 

回避 

誘導区域には設定せず、居住の移転を促

進する。 

 

※令和３年１月七戸町パブリックコメント資料より抜粋
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青森県七戸町（具体的な施策と防災に係る目標設定）

No 
リスク 

対策 

ハード/

ソフト 
施策内容 実施主体 

実現時期の目標 

短期 

(5 年) 

中期 

(10 年) 

長期 

(20 年) 

① 低減 ソフト 
避難所運営マニュ

アル作成 

七戸町 

（総務課） 

 
  

② 低減 ソフト 
住民参加型の避難

訓練実施 

七戸町 

（総務課） 

 

 
  

③ 低減 ソフト 
福祉避難所との連

携強化 

七戸町 

（健康福祉課） 
 

 

 
 

④ 低減 ソフト 立地誘導 
七戸町 

（企画調整課） 
  

 

 

No 目標指標 指標の定義 基準値 目標値 

① 
避難所運営マニュア

ルの運用 

避難所運営マニュアルによる 

運営訓練の実施回数 

マニュアル 

作成 

（2021 年） 

年１回開催 

（2025 年） 

② 避難訓練 
町で実施する避難訓練の回数 

（地震・洪水等） 

未実施 

（2019 年） 

年１回開催 

（2025 年） 

③ 
備蓄品が備えている

避難所の数 

非常時備蓄品等が備えられてい

る指定避難所等 

1 箇所 

（2020 年） 

5 箇所 

（2025 年） 

④ 

福祉避難所の利用に

係る協定の締結施設

数 

災害発生時に要配慮者を受け入

れることを協定で締結した社会

福祉施設等の施設数 

8 施設 

（2019 年） 

11 施設 

（2030 年） 

⑤ 
浸水深 3.0m 以上

の平屋の戸数 

居住誘導区域内の洪水浸水想定

区域（想定最大規模）における

浸水深 3.0ｍ以上の平屋の戸数 

37 戸 

（2017 年） 

-5 戸 

（2040 年） 

⑥ 
浸水深 3.0m 以上

の平屋の戸数 

用途地域内の洪水浸水想定区域

（想定最大規模）における浸水

深 3.0ｍ以上の平屋の戸数 

183 戸 

（2017 年） 

-20 戸 

（2040 年） 

 

具体的な施策

防災に係る目標設定

※令和３年１月七戸町パブリックコメント資料より抜粋
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岩手県二戸市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域×土砂災害警戒区域✖人口

マクロ分析：洪水・土砂災害

9



岩手県二戸市（防災上の課題）

〔金田一地区〕

〇金田一保育所（２次避難所）も浸水想定
区域に含まれます。

〇馬淵川の浸水想定区域が広範囲に広がって
います。

〇浸水深10～20ｍ未満に含まれる集落（大
釜・小林地区）も存在します。

〇金田一温泉駅裏側の船越山を中心とするエリ
アで土砂災害のリスクが高く、過去には人的被
害が発生しています。（1999年・平成11年）

〇金田一小学校・中学校が土砂災害警戒区
域内に立地しています。

〔堀野・仁左平地区〕

〇馬淵川沿いに浸水想定区域の
浸水深5.0～10ｍ未満のエリア
が広く分布し、一部浸水深10～
20ｍ未満のエリアも存在します。

〇中央小学校（２次避難所）が
浸水深3.0～5.0ｍ未満のエリア
に立地しています。

〇戸花地区の南側や大畑地区が
土砂災害特別警戒区域となって
います。

〔米沢地区〕

〇上平地区が土砂災害特別警
戒区域となっています。

〔福岡地区〕

〇長嶺地区や中村地区、川又
地区が土砂災害特別警戒区
域となっています。

〔石切所地区周辺〕

〇火行塚地区が土砂災害特別警
戒区域となっています。

〇川原地区及び杉ノ沢地区が5.0
～10.0ｍ未満の浸水想定区域
となっているほか、広範囲で浸水
被害リスクがあります。

※令和３年１月二戸市パブリックコメント資料より抜粋
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岩手県二戸市（課題に対する対応方針）
（１）災害リスク回避に向けた取り組み

◆災害リスクの高いエリアを居住誘導区域・都市機能誘導区域から除外

・市民の安全な生活環境を確保するため、立地適正化計画で定める居住誘導区域・都市機能誘導区域
には、土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）や土砂災害警戒区域（イエローゾーン）、地すべり防止区域
、河川の浸水想定区域などの災害リスクのあるエリアを含めないこととします。

◆浸水深の深い浸水想定区域から将来的な集落移転（検討）

・浸水深が深く、垂直避難（建物の2階以上への避難）等が困難である集落においては、「がけ地近接等
危険住宅移転事業補助制度」等を活用しながら、市街地などの災害リスクの低い、より安全なエリアへの
将来的な移転の促進を検討します。

◆災害リスクの高いエリアにおける開発行為の抑制

・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）や土砂災害警戒区域（イエローゾーン）、地すべり防止区域、河
川の浸水想定区域などの災害リスクのあるエリアにおいて住宅等の開発行為が行われる場合、立地適
正化計画制度に基づき開発事業者に対して勧告を行い、開発行為の抑制に努めます。

（２）災害リスクの低減に向けた取り組み（ハード）
◆土地区画整理事業の実施によるかさ上げの実施
・土地区画整理事業の実施エリアのなかで、浸水想定区域に含まれる箇所においては、かさ上げを実施
することにより、浸水被害リスクの低減を図り、安全な居住環境の整備を進めます。

◆将来的な公共施設の移転（検討）
・災害リスクの高いエリアに立地する公共施設については、「二戸市公共施設等総合管理計画」との整合
性を図りながら、居住誘導区域や都市機能誘導区域が設定される市街地や、災害リスクの低い箇所への
移転の促進を検討します。

◆避難施設の移転、改築、機能強化の推進
・災害発生時における市民の避難時の安全性を考慮して、避難施設（避難場所・避難所）の移転や改築を
進めるとともに、施設ごとの機能等を踏まえて適切に機能の強化を推進します。

◆避難路の整備の促進
・今後の道路・橋梁の整備と併せて、避難施設（避難場所・避難所）への適切な移動経路を設定するととも
に、誘導標識の設置などによる適切な誘導を促進します。

（３）災害リスクの低減に向けた取り組み（ソフト）
◆避難所・防災マップの見直し検討
・最新の土砂災害・浸水被害等の災害リスクの状況を踏まえて、指定避難所の見直しを行い、より安全性
の高い避難計画を策定するとともに、新しい生活様式に対応した避難スペースの検討や、新技術を活用
した避難所運営（支援が必要な人を的確に把握することや、避難先での的確な情報把握等のシステムづ
くり等）、市民と協働で策定する防災情報の発信、防災マップの更新等、市民に対して広く周知・広報を図
ります。

◆自主防災組織の設立・育成
・未組織の地域・町内会等に対して積極的に働きかけるとともに、「自主防災組織設立交付金・自主防災
活動補助金」も有効に活用しながら、地域における自主防災組織の設立・育成に努めます。

※対応方針にもとづく具体的な施策については検討中

※令和３年１月二戸市パブリックコメント資料より抜粋
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山形県南陽市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域×土砂災害警戒区域×建物分布

マクロ分析：洪水・土砂災害
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山形県南陽市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

浸水継続時間×都市機能・避難所分布
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山形県南陽市（防災上の課題と対応方針）

地区 
番号 

地区名 抽出された課題 
対応方針
の種別 

対応方針 

○1  
宮内・漆山市街
地北部地区 

家屋倒壊のリスクが高いエリア
に建物が多く立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○2  
宮内の吉野川周
辺地区 

家屋倒壊のリスクが高いエリア
に建物が多く立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○3  織機川周辺地区 
家屋倒壊のリスクが高いエリア
に建物が多く立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○4  
赤湯市街地北部
地区 

家屋倒壊のリスクが高いエリア
に建物が多く立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○5  
赤湯の吉野川周
辺地区 

家屋倒壊のリスクが高いエリア
に建物が多く立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○6  
赤湯地域南部地
区 

家屋倒壊のリスクが高いエリア
に建物が多く立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

頻繁に浸水するリスクが高いエ
リアに建物が立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○7  
沖郷市街地北部
地区 

頻繁に浸水するリスクが高いエ
リアに建物が立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○8  
宮内の吉野川周
辺地区 2 

頻繁に浸水するリスクが高いエ
リアに建物が立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○9  
赤湯市街地南部
地区 

頻繁に浸水するリスクが高いエ
リアに建物が立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○10  
赤湯市街地東部
地区 

頻繁に浸水するリスクが高いエ
リアに建物が立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○11  
宮内双葉保育園
周辺地区 

長時間浸水するリスクが高いエ
リアに都市機能が立地 

回避 
誘導区域外とし、
居住誘導区域内へ
の移転を図る 

○12  
宮内中学校周辺
地区 

比較的大きく浸水するリスクが
高いエリアに災害時に機能の維
持を要する都市機能が立地 

低減 

施設内への浸水を
防止する機能の強
化及び避難施設の
配置検討を図る 

○13  
赤湯市街地中心
地区 

比較的大きく浸水するリスクが
高いエリアに災害時に機能の維
持を要する都市機能が立地 

低減 

施設内への浸水を
防止する機能の強
化及び避難施設の
配置検討を図る 

〈地区別の対応方針表〉

※令和３年２月南陽市パブリックコメント資料より抜粋
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山形県南陽市（課題に対する対応方針）

防災上の危険性の高いエリア 対応方針 

 土砂災害による建物の全壊の危険性があるエ
リア 

⇒リスク回避：誘導区域外とし、居住誘導区域内へ
の移転を図る 

 洪水による建物の全壊の危険性があるエリア ⇒リスク回避：誘導区域外とし、居住誘導区域内、
都市機能誘導区域内への移転を図る

 建物の頻繁な浸水の危険性があるエリア ⇒リスク回避：誘導区域外とし、居住誘導区域内へ
の移転を図る 

 長時間の浸水により都市機能停止の危険性あ
るエリア 

⇒リスク回避：誘導区域外とし、居住誘導区域内、
都市機能誘導区域内への移転を図る

 比較的大きい浸水により災害時に機能維持を
要する都市機能が停止するおそれがあるエリ
ア 

⇒リスク低減：施設内への浸水を防止する機能の強
化及び避難施設の配置検討を図る 

 

〈位置図〉

※令和３年２月南陽市パブリックコメント資料より抜粋

15



山形県南陽市（具体的な施策と防災に係る目標設定）

施策 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 
(５年) 

中期 
(10 年) 

長期 
(20 年) 

① 災害の危険性
への対応 

吉野川の改修 県    

池黒地区の急傾斜地崩壊対策 県    

溢水の危険性の高い地区の重点
的な公共下水道（雨水）の整備 

市    

災害の危険性の高い地区から居住
誘導区域への移転等の補助 

市    

内水による浸水被害の軽減・回避 市    

② 避難環境の充
実 

浸水想定や土砂災害の危険性を
踏まえた避難施設の配置検討 

市    

災害の危険性の高い地区からより
安全な避難施設への避難路の確
保 

市    

③ 災害情報の周
知 

災害時の危険情報の早期発信 市    

ハザードマップの周知による災害の
危険性の認識の向上 

市    

 

〈防災に係る評価指標〉 

評価指標 
令和元年度 

（現状） 

令和 7 年度 

（短期目標値） 

令和 22 年度 

（長期目標値） 

市民アンケートにおける 
自然災害に関する施策の 
満足及びやや満足との回
答の割合 

17％ ２0％ ２５％

注）値は、赤湯、宮内、漆山、沖郷の平均値 

具体的な施策

防災に係る目標設定

※令和３年２月南陽市パブリックコメント資料より抜粋
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埼玉県秩父市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

標高データ×土砂災害特別警戒区域×家屋倒壊等氾濫想定区域

マクロ分析：洪水・土砂災害
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埼玉県秩父市（防災上の課題）
※令和３年１月秩父市パブリックコメント資料より抜粋

18



埼玉県秩父市（課題に対する対応方針）
※令和３年１月秩父市パブリックコメント資料より抜粋
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埼玉県秩父市（具体的な施策）

※（ ）は実施主体

※令和３年１月秩父市パブリックコメント資料より抜粋

具体的な取組 
(施策) 

災害リスク スケジュール 

地震 
外水 
氾濫 

雨水 
出水 

土砂 
大規模 
盛土 

造成地 

雪
害 

ため
池 

短期 
(５年) 

中期 
(10 年) 

長期 
(20 年) 

【災害リスクの緩和（低減）策】           

住宅などの耐震診断や耐震改修促進

(市) 
●          

密集市街地における建物の不燃化

(市) 
●          

民間の空き家・空き地の有効活用やパ

ブリックスペースの確保(市) 
●          

河岸浸食などのリスク調査(県)  ●         

河川改修の要請(県)  ●         

避難地・避難路の整備・確保 

(市・県) 
 ●         

既存水路の改修・宅地の嵩上げ(市)   ●        

土砂災害警戒区域等の指定、法面対策

や砂防施設整備などの対策工を実施

(県) 

 ●  ●       

宅地の安全性の調査(市)     ●      

雪捨て場の確保(市)      ●     

ため池ハザードマップの作成、ため池

の維持、補強対策(市) 
      ●    

緊急輸送道路の安全性評価や広域幹

線道路における迂回路の確保、複線化

の働きかけ(県) 

● ●  ●  ●     

ドローンによる配送体制(市) ● ●  ●  ●     

避難確保計画の策定(市)  ● ● ●   ●    

避難地・避難路の整備・確保 

(市・県) 
 ● ● ●   ●    

久那、高篠、影森、吉田、旧大滝及び

荒川西の各小学校区における迅速な

避難情報の伝達(市) 

 ●  ●       

広域支援の体制(市) ● ●         

住民へ的確な情報提供(市) ● ● ● ● ● ●     

【災害リスクの回避策】           

住宅、施設などの立地抑制の検討(市)  ●  ●       

住宅、施設などの移転促進の検討(市)

（防災集団移転・居住誘導区域等権利

設定等促進事業の活用） 

 ●  ●       

 

20



埼玉県秩父市（防災に関する目標設定）
※令和３年１月秩父市パブリックコメント資料より抜粋

＜目標指標＞

目標指標①：科学的な分析による『予防』（減災）に重点を置いた防災まちづくり 
○ ハザードマップを通じた災害リスク情報の周知や、様々なリスク情報・まちづくり情報等

のデジタル化・オープン化に努めることにより、科学的な分析による『予防』（減災）に重

点を置いた防災まちづくりを進めます。 
 

＜災害リスク・まちづくり情報のオープン化数＞ 

目標指標 
基準値 

（2021 年 3 月） 
目標値 

（2040 年度末） 
埼玉県オープンデータへの 

データセット登録件数 
７件 1０件以上 

 

 

目標指標②：横断的な連携・『協働』を取り入れた防災まちづくり 
○ セーフコミュニティ・society5.0 事業などを含む多様な主体との官民協働連携体制の構築

に努め、地区防災計画の策定支援や避難所の運営に参加する自主防災組織への支援を充実さ

せていくなど、横断的な連携・『協働』を取り入れた防災まちづくりに取り組みます。 
 

＜連携・協働による避難体制の充実＞ 

目標指標 
基準値 

（2019 年度） 
目標値 

（2025 年度末） 

自主防災組織が自主的に運営する避難所数 ０件 10 か所 

 

目標指標③：市域の『安心・安全』に向けた防災まちづくり 
○ 住宅リフォーム等資金助成事業など秩父市建築物耐震改修促進計画に基づく建築物の耐震

化や、危険家屋の除却、住宅の更新を図ることで、市域の『安心・安全』に向けた防災まち

づくりを進めます。 

＜建築物の更新・耐震化＞ 

目標指標 
基準値 

（2018 年度） 
目標値 

（2023 年度末） 

建築物の耐震化 

（秩父市建築物耐

震改修促進計画） 

住宅の耐震化率 77.3％ 95％以上 

多数の者が

利 用 す る 

市 有 
建 築 物 

95.5％ 100％ 

民 間 

建 築 物 
74.4％ 95％以上 
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埼玉県秩父市（防災に関する目標設定）
※令和３年１月秩父市パブリックコメント資料より抜粋

＜評価指標（期待される効果）＞

誘導区域の設定および安全措置の図られた地域・地区拠点への居住誘導、ハザードマップの作

成・周知、災害ハザード情報のオープン化などを通じ、まちづくり（『住まい方』）の観点から安

心・安全なまちづくりに繋げます。 

 

＜安心・安全なまちづくりに向けた『住まい方』の工夫（新築住宅）＞ 

期待される効果 2019 年度実績 
2040 年度 
（効果値） 

災害ハザードエリア内における 

建築行為の合計件数 

6 ％ 

（14/232） 
0％ 

 ※計算式：「災害ハザードエリア内における建築確認申請の合計件数」／「建築確認申請の提出

件数の合計件数」 

 

 

＜安心・安全なまちづくりに向けた『住まい方』の工夫（既存住宅）＞ 

目標指標 
基準値 

（2020 年度） 
目標値 

（2040 年度） 
「居住誘導区域等権利設定等促進計画」 

の作成数 
 １地域以上 
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神奈川県厚木市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域×浸水実績×建物分布

マクロ分析：洪水・土砂災害
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神奈川県厚木市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

土砂災害警戒区域等×主要都市機能

家屋倒壊等氾濫想定区域×建物分布
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神奈川県厚木市（防災上の課題）
※令和３年３月厚木市資料より抜粋
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神奈川県厚木市（課題に対する対応方針）
※令和３年３月厚木市資料より抜粋
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神奈川県厚木市（具体的な施策）
※令和３年３月厚木市資料より抜粋
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神奈川県厚木市（具体的な施策）
※令和３年３月厚木市資料より抜粋

※実施時期の目安の→のうち、点線の施策は検討中のものです。

基本
方針 

 

施策 

取組方針 

 安全性に関する施策の体系 

 

主
体 

 実施時期の目安 
 

 

 6年 12年 20年 
          

基
本
方
針
４ 

ま
ち
な
か
・
住
ま
い
の
安
全
性
を
向
上
す
る 

 

４-(１)  

４-(１)-① ハザードエリアからの移住の促進 
 

市   
危
険
回
避 

        

 

 ４-(１)-② 洪水浸水想定区域等、災害リスクの高い
地区に立地する要配慮者施設の移転の促進 

0

0 

市/事業者  
 

        

 

 

４-(１)-③ 届出による居住誘導区域への立地誘導 
 

市/事業者            
 

４-(２) 
 

４-(２)-① 相模川、中津川等の河川整備（河道掘削等） 
 

県/市   

基
盤
整
備 

        

 

 ４-(２)-② 土砂災害特別警戒区域での土砂災害
対策（砂防堰堤、急傾斜地対策工事等） 

 

県 
 

 
        

 

 ４-(２)-③ 大規模盛土造成地における宅地擁壁
等の危険度調査等 

 

市  
 
  

        

 

４-(２)-④ 雨水貯留施設の整備 
 

市     
         

 

４-(３)  

４-(３)-① 洪水浸水想定区域における住宅の浸水
対策等の促進 

 

市 

 

 

住
宅
の
整
備 

         
 

４-(４) 
 

４-(４)-① 防災拠点となる公共施設の維持管理 市   

防
災
体
制
の
充
実 

        

 

 ４-(４)-② 災害リスクの高い地区に立地する避
難所の見直し 

市  
 
  

        

 

 ４-(４)-③ ビル所有者等に対する災害時の垂直
避難への協力体制の確立 

 

市/事業者  
 
  

        

 

 ４-(４)-④ 要配慮者利用施設の避難確保計画等
の作成支援 

 

市/事業者  
 

        

 

 

４-(４)-⑤ 各種団体における防災訓練の支援 
市/市民/ 
事業者 

 
 

        

 

 

４-(４)-⑥ 自主防災隊の育成・機能強化に対する支援 市/市民   
        

 

 

４-(４)-⑦ 災害に備えた備蓄の充実 
市/市民/ 

事業者 
 

 
         

 

４-(５)  ４-(５)-① 複合施設、医療機関等の施設整備に
おける嵩上げや止水板設置、避難場所の確保
等の推進 

市/事業者 
 

 

  
 

機
能
継
続 

 
 

 

         

 

 

４-(５)-② 都市機能継続のためのマニュアルの整備 市/事業者     
        

 

 

４-(５)-② 復旧復興計画の策定 市     
         

 

４-(５) 
 

４-(６)-① 各種ハザードマップを用いた防災意識の向上 

 

市/市民   
意
識
啓
発 

        

 

 

４-(６)-② 学校を通じた児童・生徒の防災意識の向上 市/市民   
  

 
     

 

 

４-(６)-③ 誰もが分かりやすい災害情報の提供 

 

市/市民   
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神奈川県厚木市（防災に係る目標設定）
※令和３年３月厚木市資料より抜粋
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大阪府忠岡町（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域×避難所等分布

マクロ分析：洪水・津波・高潮
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大阪府忠岡町（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

高潮浸水想定区域×避難所等分布×人口

31



大阪府忠岡町（防災上の課題）
※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋

32



大阪府忠岡町（課題に対する対応方針）
※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋

33



大阪府忠岡町（具体的な施策）

対応課題 具体的な取組 区分 実施主体 
実現時期の目標 

短期 中期 長期 

全域 

各地区自主防災組織における、定期的な

防災訓練の勧奨を引き続き実施するとと

もに、防災・減災に関する活動リーダー

の育成や防災講習会等を実施し、地域防

災力の強化を図ります。 

ソフト 忠岡町 

   

全域 

災害時の情報通信機能を確保するため、

メディアとの連携体制の強化を図るとと

もに、防災情報配信サービスや SNS を活

用した新たな情報伝達手段の利用を推進

します。 

ソフト 忠岡町 

   

全域 

災害発生時の的確な避難行動につながる

よう、多言語化や 3D 表示等による防災マ

ップの刷新を図ります。 

ソフト 忠岡町 

   

全域 

防災マップの充実を図り、災害リスクの

高い地域に対して災害リスク情報の周知

啓発を図るとともに、このような地域で

の宅地の取得を検討される方に対して、

災害リスクの情報提供を行います。 

ソフト 忠岡町 

   

全域 

「忠岡町空家等対策計画」に基づき、災

害時の被害を軽減するため、空家の適正

管理に向けた啓発活動を推進するととも

に、危険空家除却制度の創設を検討しま

す。 

ハード 忠岡町 

   

全域 

災害発生時に、重要な役割を果たす町有

建築物の被害を軽減し、住民・利用者の

安全と業務の継続性を確保するため、「忠

岡町耐震改修促進計画」等に基づき、構

造、耐震診断状況等を総合的に評価し、

財政状況を踏まえ、効率的な耐震化を推

進します。 

ハード 忠岡町 

   

全域 

災害時における避難場所や救援活動の拠

点となる公園に、防災公園としての機能

を持たせるため、災害用の備蓄倉庫やマ

ンホールトイレ等の設置を推進します。 

ハード 忠岡町 

   

 

※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋
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大阪府忠岡町（具体的な施策）

全域 

防災中枢施設の電力のバックアップ対

策、自家発電設備等の充実に努めるとと

もに、十分な期間の発電が可能となるよ

う燃料の備蓄等に努めます。 

ハード 忠岡町 

   

① 

大阪木材コンビナート協会と連携の上、

情報伝達訓練等による防災意識の醸成を

図ります。 

ソフト 忠岡町 

   

① 
民間企業との一時避難地等の利用にかか

る協定を推進します。 
ソフト 忠岡町 

   

① 
地震発生に伴う防潮堤の液状化対策につ

いて、大阪府と連携を図り取組みます。 
ハード 

大阪府 

忠岡町 

   

① 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 
ハード 忠岡町 

   

① 

大阪府と連携した防潮堤等の機能維持に

より、津波・高潮等への防災性の向上を

図ります。 

ハード 
大阪府 

忠岡町 

   

② 

耐津波診断に基づく分析を進めるととも

に、分析に対応した施設の耐水化を図り

ます。 

ハード 忠岡町 

   

② 

「忠岡町下水道ストックマネジメント計

画」に基づき、施設の修繕・改築を行い、

安定した雨水排除及び効率的な事業の推

進に努めます。 

ハード 忠岡町 

   

③ 
自宅での垂直避難に備えて、備蓄等の災

害対応方策の周知を図ります。 
ソフト 忠岡町 

   

③ 

自宅外での避難場所を確保するため、民

間施設との一時避難地等の利用にかかる

協定を推進します。 

ソフト 忠岡町 

   

④ 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 
ハード 忠岡町 

   

④ 

「忠岡町災害時避難行動要支援者支援プ

ラン」に基づき、避難行動要支援者に対

する情報伝達体制や避難支援・安否確認

体制の整備の支援を図ります。 

ソフト 忠岡町 

   

④ 

災害時に、特別な配慮が必要となる高齢

者や障がい者等の避難環境の整備に向け

て、福祉避難所の確保を推進します。 

ソフト 忠岡町 

   

 

対応課題 具体的な取組 区分 実施主体 
実現時期の目標 

短期 中期 長期 

 

※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋

35



大阪府忠岡町（具体的な施策）

⑤ 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 ハード 忠岡町 

   

⑤ 

災害時に、特別な配慮が必要となる高齢

者や障がい者等の避難環境の整備に向け

て、福祉避難所の確保を推進します。 

ソフト 忠岡町 

   

⑥ 

「忠岡町災害時避難行動要支援者支援プ

ラン」に基づき、避難行動要支援者に対

する情報伝達体制や避難支援・安否確認

体制の整備の支援を図ります。 

ソフト 忠岡町 

   

⑥ 

災害時に、特別な配慮が必要となる高齢

者や障がい者等の避難環境の整備に向け

て、福祉避難所の確保を推進します。 

ソフト 忠岡町 

   

⑥ 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 ハード 忠岡町 

   

⑦ 

大阪府と連携した防潮堤等の機能維持に

より、津波・高潮等への防災性の向上を

図ります。 

ハード 
大阪府 

忠岡町 

   

⑧ 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 
ハード 忠岡町 

   

⑧ 

災害時に、特別な配慮が必要となる高齢

者や障がい者等の避難環境の整備に向け

て、福祉避難所の確保を推進します。 

ソフト 忠岡町 

   

⑨ 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 ハード 忠岡町 

   

⑨ 

周辺市街地の開発に併せた都市計画道路

の整備によって、狭隘道路の解消・防災

空間の確保を推進します。 

ハード 忠岡町 

   

⑨ 

道路の個別施設計画を策定し、予防保全

型の維持管理を行い、長寿命化対策を推

進します。 

ハード 忠岡町 

   

⑨ 
道路に面する倒壊のおそれのある危険な

ブロック塀等の撤去の促進に努めます。 
ハード 忠岡町 

   

⑨ 

耐震診断補助や耐震改修補助により、住

宅の耐震化を促進することで道路を閉塞

する恐れのある建築物の低減を図りま

す。 

ハード 忠岡町 

   

⑩ 
津波避難施設（避難場所、避難路）の整

備や津波避難ビルの指定を推進します。 
ハード 忠岡町 

   

 

対応課題 具体的な取組 区分 実施主体 
実現時期の目標 

短期 中期 長期 

 

※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋
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大阪府忠岡町（具体的な施策）

⑩ 
駅周辺の面的整備と併せて、東西に分断

された都市構造の再構築を図ります。 ハード 忠岡町 
   

⑪ 
避難施設等の確保により安全度が高まる

まで誘導区域への指定を見送ります。 
ソフト 忠岡町 

   

⑪ 
民間企業との一時避難地等の利用にかか

る協定を推進します。 
ソフト 忠岡町 

   

⑫ 

内水による一定以上の浸水が想定される

区域等を対象に雨水浸透機能を高める取

り組みを進める住民等への補助の創設を

検討します。 

ハード 忠岡町 

   

⑬ 

河川整備や避難施設等の確保により安全

度が高まるまで誘導区域への指定を見送

ります。 

ソフト 
大阪府 

忠岡町 

   

⑬ 

高頻度での浸水が想定されている地区を

対象に宅地嵩上げ等に対する補助制度等

の創設を目指します。 

ハード 忠岡町 

   

⑬ 
民間企業との一時避難地等の利用にかか

る協定を推進します。 
ソフト 忠岡町 

   

⑭ 

高頻度での浸水が想定されている地区を

対象に宅地嵩上げ等に対する補助制度等

の創設を目指します。 

ハード 忠岡町 

   

⑭ 
民間企業との一時避難地等の利用にかか

る協定を推進します。 ソフト 忠岡町 
   

 

対応課題 具体的な取組 区分 実施主体 
実現時期の目標 

短期 中期 長期 

 

※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋
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大阪府忠岡町（防災に関する目標設定）
※令和３年１月忠岡町パブリックコメント資料より抜粋

＜目標値＞
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熊本県熊本市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

高頻度、中頻度の洪水浸水想定情報

マクロ分析：洪水
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熊本県熊本市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

洪水浸水想定区域（L2）×浸水到達時間

洪水浸水想定区域（L2）×建物階数
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熊本県熊本市（防災上の課題）
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熊本県熊本市（課題に対する対応方針）
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熊本県熊本市（具体的な施策）
※令和２年12月熊本市パブリックコメント資料より抜粋

43



熊本県熊本市（具体的な施策）
※令和２年12月熊本市パブリックコメント資料より抜粋

大規模盛土造成地の調査 植木、北部、楠・武蔵ヶ丘、
八景水谷・清水亀井、上熊本 市

上下水道施設の耐震化 市全域 市

市

市

民間施設等との連携強化
子飼、水前寺・九品寺、

平成・南熊本、刈草、富合、城南、川尻、
城山、上熊本、中心市街地

地域版ハザードマップ
作成促進

植木、北部、楠・武蔵ヶ丘、子飼、
水前寺・九品寺、平成・南熊本、
城山、上熊本、中心市街地

広域避難の活用 市全域

避難所等再配置 子飼、長嶺、
平成・南熊本、中心市街地
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住宅等への雨水浸透桝設置補助 市全域

校区防災連絡会
などの設立促進
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中心市街地
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熊本県熊本市（参考：位置図）
※令和２年12月熊本市パブリックコメント資料より抜粋
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熊本県熊本市（防災に関する目標設定）

• まちなか再生プロジェクト（民間建築物等の防災機能強化）の活用等により、
中心市街地の建築物の建替数について令和１１年度までに１００件を目指す。

【市・事業者】

• 公共下水道雨水事業(重点６地区)を令和５年度(予定)までに完了させる。【市】

• １級河川緑川の現河川整備計画を令和２５年度までに、白川の現河川整備計画
を令和３２年度までに完了させる。【国】

• 災害ハザードエリア内(洪水・土砂)の要配慮者利用施設における避難確保計画
の作成率について令和３年度までに１００％を目指す。

【事業者(施設管理者)】

• 自宅周辺の浸水リスクの認知度について令和７年度までに５０％を目指す。

【市】

• 指定避難場所の認知度について令和５年度までに１００％を目指す。【市】

• 耐震適合性を有する基幹管路（上水道）の割合について令和５年度までに８０.
５％を目指す。【市】

• 耐震化済み下水道管渠の割合について令和５年度までに４２.５％を目指す。

【市】

※【 】は実施主体

【整備（取組）目標】

【効果目標】

• 計画規模降雨時の洪水浸水想定区域内の居住人口を河川整備推進などにより現
状の約３０２，０００人から令和２２年度までに２４２，０００人とする。

• 校区防災連絡会などの設立（令和５年度までに１００%）や地域版ハザードマ
ップの作成（令和５年度までに５５%）促進により、地域防災力向上を図る。

※令和２年12月熊本市パブリックコメント資料より抜粋

46



宮崎県日向市（災害リスク分析）※第2回会議資料再掲

津波浸水想定×浸水開始時間×要配慮者利用施設

マクロ分析：洪水・津波

細島地区

堀一地区
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宮崎県日向市（防災上の課題）

■地震・津波災害の地区毎の課題

（市街化区域内）

○総人口（約６万人）の約８割が居住する市街化区域内では、最大クラスの地震によ
る津波で区域の76％の面積が浸水すると想定されていますが、令和元年度末に津
波避難施設の整備が完了し、津波浸水想定の全区域で避難することが可能な体制
が整っています。しかし、令和２年３月の被害想定では、県民意識調査の早期避難率
が56％であったことから、依然として約５千９百人もの犠牲者が発生すると想定され
ており、早期避難率の向上に向けて、防災意識の向上と早期避難体制の整備が求め
られます。

○本市の自治会を中心とする地域コミュニティは、平常時は高齢者や障がい者、乳
幼児等の要配慮者への見守りとともに、災害時には、避難誘導や初期消火活動など
、重要な役割を担っています。しかし、人口減少や高齢化の進行に伴い、消防団員の
減少や自主防災会の弱体化により、地域防災力が低下しつつあります。

（細島地区）

○沿岸部に位置し、最大津波浸水深は５ｍ以上で、津波浸水30 分30cm 以上の区
域に含まれています。当地域は、市内でも特に空き家の分布が多い地域であること
から、大規模な揺れによる空き家（老朽家屋）等の倒壊による圧死や負傷、道路閉塞
による津波からの円滑な避難の阻害となる等、被害拡大につながることが懸念されま
す。

（堀一方地区）

○人口密度60 人/ha 以上（一部80 人/ha 以上）と市内でも特に人口密度の高い地
域ですが、最大津波による浸水想定深は５ｍ以上となっており、また、津波浸水30 分
30cm 以上の区域にも含まれていることから、早期避難に向けた意識の向上と体制
の整備が必要となっています。

【津波浸水30 分以内、30ｃｍ以上区域】

○津波浸水30 分30cm 以上の区域内に、40 の要配慮者等施設が立地しています。
また、区域の大部分が津波浸水深５ｍ以上となっており、区域内の要配慮者施設の
早期避難体制の確立と低災害リスク地域への移転が必要となっています。

※令和３年1月日向市パブリックコメント資料より抜粋
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宮崎県日向市（課題に対する取組方針）

■地震・津波災害の課題への取組方針
○本市の地震・津波による犠牲者数約5 千9 百人を大幅に減らすため、建物の耐震化率
を現在の74％から90％に、住民の早期避難率を56％から70%に向上させた場合に、想
定犠牲者数は約650人まで減少すると予想されています。これらを踏まえ、総合的に検
討した結果、住宅等の耐震化や早期避難率の向上等を図ることを条件に、津波浸水想
定区域を居住推進区域に含めることとします。

○地区や自主防災組織等による「地区防災計画」、「個別避難支援プラン」の策定を促進
します。

○地震・津波災害リスクの周知充実を図ることにより、低災害リスク地域への立地誘導を
促進します。

○消防団や自主防災組織との連携により地域防災力の向上を図ります。

○自主防災組織や事業所などにおいて、避難訓練や防災講座を実施し、早期避難体制
の確立を図ります。

○高台避難場所の整備や津波避難ビルの指定を推進します。

○災害時に、特別な配慮が必要となる高齢者や障がい者等の避難環境の整備に向けて
、避難場所や避難所の機能向上や避難路の整備に取り組みます。

○災害時の広域連携支援体制の強化に取り組みます。

○空き家の抑制に取り組みます。特に、津波浸水深が深く、多くの空き家が分布する細島
地区等において重点的に取り組みます。

○住宅の耐震化を促進します。

○現在、本市は「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく「津波災害警戒区域」の指定
が行われていないため、土地等の売買において津波浸水区域に関する重要事項説明
を行う義務はありません。しかし、今後、「津波災害警戒区域」の指定について県と協議
を進めながら、指定までの間は、関係機関と連携し、土地等の売買において津波浸水に
関する説明を行うなど、津波災害リスクの周知を図ることにより、低災害リスク地域への
自主的な立地誘導を促進します。特に、津波到達時間が早く、垂直避難が困難となる津
波浸水深３ｍ以上の堀一方地区等において重点的に取り組みます。

○ 「地震発生から津波の到達まで30 分以内かつ浸水深が30cm 以上となる区域」を、南
海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）時における「高齢者等事前避難対象地域」に位
置づけ、区域内にある高齢者宅や福祉施設等の早期避難体制の整備を図ります。

○狭隘道路の解消・防災空間の確保を行い、安全・安心な都市空間の創出を図るため、
現在施行中の土地区画整理事業、住環境整備事業、道路改良事業等を推進します。

○大規模災害時の消防活動や救援物資の効果的な輸送のため、緊急輸送道路や重要
物流道路及び代替・補完路等の早期整備を促進します。

○道路の個別施設計画に基づき、緊急輸送道路等の耐震補強や適切な維持管理を推進
します。

○防災・復興の拠点となる都市公園の長寿命化対策を推進します。

○水道施設及び下水道施設の計画的な老朽化・耐震化を推進します。

○中長期の避難施設としての機能を有する総合体育館の整備を推進します。

※令和３年1月日向市パブリックコメント資料より抜粋
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宮崎県日向市（具体的な施策）

■地震・津波災害対策の具体的な取組

※令和３年1月日向市パブリックコメント資料より抜粋

対策の内容 対象区域 実施主体 

① 地域や関係機関と連携した避難訓練や防災講座等の早期避難に

関する取組等の推進 

津波浸水区域 市、県、地

区 

② 消防団や自主防災組織等の支援、防災士等の防災リーダーの育

成 

津波浸水区域 市、県、地

区 

③ 「高齢者等事前避難対象地域」内にある高齢者宅や福祉施設等

に対する早期の情報伝達や避難体制の整備 

高齢者等事前避

難対象地域 

市、施設管

理者 

④ 災害時の情報伝達を確実に行うため、防災行政無線に加え、SNS

の活用等による多重化の推進 

津波浸水区域 市 

 

⑤ 津波避難施設（避難場所、避難路）の整備や津波避難ビルの指

定の推進 

津波浸水区域 市 

 

⑥ 災害時に、特別な配慮が必要となる高齢者や障がい者等の避難

環境の整備に向けた避難所の機能向上や避難路の整備 

津波浸水区域 市 

 

⑦ 地区や自主防災組織等による「地区防災計画」、「個別避難支援

プラン」の策定促進 

津波浸水区域 市、地区、

自主防災組

織 

⑧ 「日向市備蓄計画」に基づく計画的な非常用物資の備蓄の推進 市内全域 市 

 

⑨ 医師会や薬剤師会等と連携した災害医療体制の整備と医薬品等

の備蓄の確保 

市内全域 市、関係団

体 

⑩ 災害時の広域的な連携の円滑化に向けて、災害発生時の応援活

動や関係団体の応援活動訓練への参加等による受援体制の整備促

進 

市内全域 市 

 

⑪ 県と連携し、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく「津

波災害警戒区域」の指定に関する検討 

津波浸水区域 市、県 
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宮崎県日向市（具体的な施策）

■地震・津波災害対策の具体的な取組

※令和３年1月日向市パブリックコメント資料より抜粋

対策の内容 対象区域 実施主体 

① ハザードマップの活用等により、災害リスクの高い地域に対し、

災害リスクの周知・啓発を図るとともに、関係団体との連携によ

り、津波浸水想定区域内の宅地の取得を検討される方に対し、災

害リスク情報の事前説明を行う取組等により、災害リスクの低い

エリアへの住宅等の立地誘導 

津波浸水区域 

特に高齢者等事

前避難対象地域 

市、県、地

区 

② 「日向市耐震改修促進計画」に基づき、住宅の耐震化に関する

支援制度の周知と住宅の耐震化の促進 

市内全域 

特に細島地区 

市、市民 

③ 避難路の安全性向上に向けた危険性の高いブロック塀除却の促

進 

市内全域 

特に高齢者等事

前避難対象地域 

市、市民 

④ 「日向市空家等対策計画」に基づき、空き家の利活用促進や適

正管理に向けた啓発活動の推進と特定空き家や危険空き家等の抑

制 

市内全域 

特に細島地区 

市、市民 

⑤ 耐震性の低い学校施設や市営住宅の耐震化と老朽化の進む施設

の維持補修と計画的な改修 

市内全域 市 

⑥ 現在施行中の土地区画整理事業、住環境整備事業、道路改良事

業等の推進 

市内全域 

 

市 

⑦ 個別施設計画に基づく市道の整備、緊急輸送道路等の耐震補強、

維持管理の推進 

市内全域 市 

⑧ 関係機関と連携し、緊急輸送道路や重要物流道路及び代替・補

完路等の早期整備促進 

市内全域 市、県、国

⑨ 国・県と連携し、重要港湾「細島港」の物流拠点機能の強化や

耐震化の促進 

細島地区近辺 市、県、国

⑩ 「日向市津波防災地域づくり推進計画」に基づき、津波対策に

資する港湾施設に係る固定資産税の特例措置を活用し、民間企業

の防災対策を促進 

津波浸水区域 

特に細島地区近

辺 

市、企業 

⑪ 上・下水道施設の計画的な老朽化対策と耐震化の推進 市内全域 市 

⑫ 都市公園の長寿命化の推進 市内全域 市 

⑬ 土地利用の円滑化や被災後に迅速な復旧・復興を図るため、計

画的な地籍調査の推進 

市内全域 市 

⑭ 災害時の中長期の避難施設としての機能も兼ね備えた総合体育

館の整備 

大王谷地区 市 
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宮崎県日向市（具体的な施策）
※令和３年1月日向市パブリックコメント資料より抜粋

■地震・津波災害対策の具体的な取組のスケジュール
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宮崎県日向市（防災に関する目標設定）
※令和３年1月日向市パブリックコメント資料より抜粋
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(3)公表に向けて準備を進めている先行モデル都市における、
災害リスクへの対応方針・具体的な取組等の検討状況一覧

54



青森県七戸町

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布（建物階

数）
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

低減 ソフト
避難所運営マニュ
アルの作成

・避難誘導、避難所の開
設、運営等の規程を作成

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布（建物階

数）
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

低減 ソフト
住民参加型避難訓
練の実施

・避難行動の把握、避難場
所の確認等住民意識の向上

内
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布（建物階

数）
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

低減 ソフト
福祉避難所との連
携強化

・災害発生時に社会福祉施
設等で要配慮者を受入れて
もらえるよう連携

内
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布（建物階

数）
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

回避 ソフト 立地誘導
・リスク情報の周知による
居住の誘導

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘
導区域
内外の

別
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岩手県二戸市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

外 － － ソフト 立地誘導
・届出・勧告制度によるリスク情
報の周知による居住の誘導（居住
誘導区域に含めない）

外
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

集落移転（検討）
・浸水深が深く人口が集積する集
落において将来的な集落移転検討

内・外
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

土地区画整理事業
の実施によるかさ
上げ

・実施中の土地区画整理事業にお
けるかさ上げ

外
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地し、避難
所も浸水区域に立地

公共施設移転
(検討）

・災害リスクの高いエリアに立地
する公共施設の将来的な移転検討

外
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地し、避難
所も浸水区域に立地

ソフト 避難計画の見直し
・防災マップの改定、避難所の見
直し

内
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

ハード 避難所の改築

・避難所である地域公民館の移転
改築（嵩上げ、防災機能強化）
※避難所は嵩上げ後のエリアに立
地

外 － － ソフト 立地誘導
・届出・勧告制度によるリスク情
報の周知による居住の誘導（居住
誘導区域に含めない）

外

土砂災害のおそれのあ
るエリアに家屋がまと
まって分布し、小学校
も立地

ハード
公共施設移転

(検討）
・災害リスクの高いエリアに立地
する公共施設の将来的な移転検討

外

土砂災害のおそれのあ
るエリアに家屋がまと
まって分布し、小学校
も立地

低減 ソフト 避難計画の見直し
・防災マップの改定、避難所の見
直し

居住誘導
区域

内外の別

課題抽出 対応方針の種別

回避

人口メッシュ
（100m×100m）

土砂災害警戒区域

対応方針
具体的な対策
（複数可）

洪水浸水想定区域
（L2）浸水深

人口メッシュ
（100m×100m）

回避

ハード

低減
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山形県南陽市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

外
土砂災害特別警戒区
域、土砂災害警戒区域

建物分布
土砂災害による建物の
全壊リスクが高いエリ
アに建物が多く立地

回避 ソフト 立地誘導
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知
による居住の誘導（居住誘導区域に含めな
い）

外
家屋倒壊等氾濫想定区
域

建物分布
洪水による建物の全壊
リスクが高いエリアに
建物が多く立地

回避 ソフト 立地誘導

・居住誘導区域への移転等の補助
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知
による居住の誘導（居住誘導区域に含めな
い）

外
洪水浸水想定区域
（L2,2.0m～）浸水深

建物分布
洪水による建物の全壊
リスクが高いエリアに
建物が多く立地

回避 ソフト 立地誘導

・居住誘導区域への移転等の補助
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知
による居住の誘導（居住誘導区域に含めな
い）

外
洪水浸水想定区域
（L2：0.5m～、L1：
0.5m～）浸水深

建物分布
頻繁に浸水するリスク
が高いエリアに建物が
立地

回避 ソフト 立地誘導

・居住誘導区域への移転等の補助
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知
による居住の誘導（居住誘導区域に含めな
い）

外
洪水浸水想定区域
（L2）浸水継続時間

都市機能・避難所分布
長時間浸水するリスク
が高いエリアに都市機
能が立地

回避 ソフト 立地誘導 ・子育て支援施設の立地誘導

外
洪水浸水想定区域
（L2：1.0m～）浸水深

都市機能・避難所分布

比較的深い浸水リスク
が高いエリアに災害時
に機能維持を要する都
市機能が立地

低減 ハード 施設の配置検討 ・浸水想定を踏まえた避難施設の配置検討

具体的な対策
（複数可）

居住誘
導区域
内外の

別

課題抽出 対応方針の種別

対応方針
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福島県郡山市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内
洪水浸水想定区域

（L1）浸水深
住宅分布（令和元年台
風第19号浸水実績）

1ｍ以上の浸水箇所が
局所的に存在

低減 ハード
家屋の浸水防止対
策の実施

・止水板設置に対する補助

内
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ソフト 防災情報の発信

・３Ｄによる浸水リスクの視覚化
・避難案内看板設置

内 内水浸水想定 住居分布（建物階数）
床上浸水のおそれのあ
る家屋がまとまって分
布

低減 ハード
内水対策（ゲリラ
豪雨対策9年プラ
ン）

・雨水貯留施設の整備

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ソフト 避難計画の作成

・地区毎の災害リスクを踏まえた
防災行動計画（マイ・タイムライ
ン等）の作成（案）

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ソフト

ハザード情報の啓
発

・各種ハザード情報の啓発

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 雨水流出抑制

・雨水流出抑制施設の設置費用の
補助

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別居住誘導
区域

内外の別

課題抽出
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福島県須賀川市①

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

建物階数
3m以上の浸水範囲に平屋
が多く立地

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

指定避難場所（500m圏域）
おおよその避難経路

避難場所までの距離があ
り、時間経過により避難
が難しくなる恐れ

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

道路網図
浸水想定区域内に避難路
が存在している。

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L1）

浸水深・過去浸水実績

住居分布・居住誘導区
域

居住誘導区域内の住居分
布地における災害発生頻
度

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

建物階数
3m以上の浸水範囲に平屋
が多く立地

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

指定避難場所（500m圏域）

おおよその避難経路

避難場所までの距離があ
り、時間経過により避難
が難しくなる恐れ

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

道路網図
浸水想定区域内に避難路
が存在している。

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L1）

浸水深・過去浸水実績

住居分布・居住誘導区
域

居住誘導区域内の住居分
布地における災害発生頻
度

回避 ソフト

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

都市機能（病院・福祉
施設）

要配慮者の逃げ遅れが発
生するおそれがある

回避 ソフト
避難確保計画の
策定支援

　浸水想定区域内にある要配慮者
利用施設に対して、避難確保計画
の策定を支援

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

過去の内水被害実績
過去に内水被害があった
箇所が居住誘導区域内に
存在

回避 ソフト
内水ハザード
マップの作成

　内水ハザードマップを作成し、
早期の避難を促す。

避難計画の作成
地区毎の災害リスクを踏まえた防
災行動計画（マイ・タイムライン
等）の作成

居住誘
導区域
内外の

別

課題抽出 対応方針の種別

対応方針
具体的な対策
（複数可）

戸別受信機の貸
与

浸水想定区域に居住している住民
のうち希望者に対し、防災行政無
線の戸別受信機を無償貸与

内・外
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福島県須賀川市②

洪水浸水想定区域
（L1）

浸水深・過去浸水実績

住居分布・居住誘導区
域

居住誘導区域内の住居分
布地における災害発生頻
度

低減 ハード

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

建物階数
3m以上の浸水範囲に平屋
が多く立地

低減 ハード

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

指定避難場所（500m圏域）

おおよその避難経路

避難場所までの距離があ
り、時間経過により避難
が難しくなる恐れ

低減 ハード

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

道路網図
浸水想定区域内に避難路
が存在している。

低減 ハード

低減 ハード
浸水防止対策の
実施

　内水排水施設の機能強化

内 低減 ハード
施設の浸水防止
対策の実施

　準用河川分水路整備：河川流域
約307ha中、約266haの雨水を放流
する分水路（32.6m3/s）を整備中

内 低減 ソフト
施設の浸水防止
対策の実施

　田んぼダム：水田に流量調整ま
すを設置し、集中豪雨の流出抑制

内 低減 ソフト
施設の浸水防止
対策の実施

準用河川笹平川流域にある3つの農業用ため

池の水位の管理を地元水利組合と締結し、豪

雨前にため池水位の低下を行っている。

回避 ソフト 避難計画の作成
　地区毎の災害リスクを踏まえた
防災行動計画（マイ・タイムライ
ン等）の作成

回避 ソフト
戸別受信機の貸
与

　土砂災害警戒区域に居住してい
る住民のうち希望者に対し、防災
行政無線の戸別受信機を無償貸与

洪水浸水想定区域
（L2）
浸水深

過去の内水被害実績
過去に内水被害があった
箇所が居住誘導区域内に

存在

避難時間確保の
ための雨水貯留

施設整備

　館取町内の西川中央公園におい
て、雨水貯留機能を整備する。

内

内・外
土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域
建物分布図 危険地域内に住宅が存在

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

居住誘
導区域
内外の

別

課題抽出 対応方針の種別

対応方針
具体的な対策
（複数可）
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茨城県ひたちなか市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

回避 ソフト 立地誘導
・浸水深２ｍ以上の区域は居住誘導区
域から除外

ハード
避難場所・

避難路の確保
・地震発生から津波到達までの間に避
難を可能とする避難関連施設の整備

ソフト リスクと避難の周知

・津波避難マップ等の周知による避難
時間の短縮
・防災訓練、防災教育の実施
・防災行政無線等の通信機器の運用等
による災害情報の周知

外
土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域
ー ー 回避 ソフト 立地誘導 ・該当区域は居住誘導区域から除外

ハード
避難場所・

避難路の確保
・避難関連施設の整備

ハード 浸水の抑制
・大川の河川改修
・中丸川流域の雨水幹線の整備

ソフト リスクと避難の周知

・洪水ハザードマップ等の周知による
防災意識の向上
・防災訓練、防災教育の実施
・防災行政無線等の通信機器の運用等
による災害情報の周知

雨水出水（内水）
浸水想定区域

（内水ハザードマップ作成
中）

ー ー 低減 ハード 浸水の抑制

・中丸川流域の雨水幹線の整備
・水田・低未利用地の調整池化
・地表上貯留施設の整備、各戸での浸
透施設の設置促進

大規模盛土造成地
（変動予測調査中）

ー ー 低減 ソフト リスクの周知
・大規模盛土造成地マップ等の周知に
よる防災意識の向上

内・外

洪水浸水想定区域浸水深 家屋・都市機能
想定最大規模で浸水深
3ｍ以上の区域に都市

施設が立地
低減内・外

対応方針
具体的な対策
（複数可）

外
津波浸水想定区域（L2）浸

水深
家屋・都市機能

居住誘
導区域
内外の

別

課題抽出 対応方針の種別

2m以上の浸水範囲に家
屋が立地

低減
※合併前の旧市中心部
では2ｍ以上の浸水想
定区域のうち，避難困
難区域を含む沿岸部は
誘導から除外，内陸部
を誘導区域としている
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栃木県宇都宮市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内・外
令和元年東日本台風

浸水範囲

【市街化区域】
・令和元年東日本台風による浸水範囲は，ほとんどが市
中心部の都市機能誘導区域であり，水害リスクの低減が
必要。

低減 ハード・ソフト

回避 ソフト ・居住誘導区域からの除外（実施済）

低減 ハード・ソフト

・人的被害を防ぐため，市民等の避難行
動を促す防災対策に取り組む。
・土砂災害警戒区域等における地すべ
り，がけ崩れ等を防止するための土砂災
害対策に取り組む（主に県）。

内・外 大規模盛土造成地

【市街化区域】
・大規模盛土造成地が，居住誘導区域の一部に11箇所存
在しており，安全性の確認に向けた取組が必要。

【市街化調整区域】
・大規模盛土造成地が，地域拠点の一部に5箇所存在し
ており，安全性の確認に向けた取組が必要。

低減 ハード・ソフト

・居住誘導区域内に対策工事を必要とす
る盛土は存在しないが，今後も，大規模
盛土造成地のモニタリング等を行いなが
ら，新たな変状等が生じた場合には，詳
細な調査などを実施し，居住誘導区域の
安全性確認に努める。

居住誘導
区域

内外の別

課題抽出 対応方針の種別

対応方針
具体的な対策
（複数可）

内・外

洪水浸水想定区域
（L2）浸水深×
浸水継続時間
×家屋倒壊等
氾濫想定区域

・医療施設，介護保険
サービス提供施設，学
校，子育て支援施設

・避難所（500m圏内）

・平屋建て住宅

内・外
土砂災害警戒区域，土
砂災害特別警戒区域，
急傾斜地崩壊危険区域

【市街化区域】
・土砂災害警戒区域，土砂災害特別警戒区域，急傾斜地
崩壊危険区域が，都市機能誘導区域の一部や居住誘導区
域の一部に存在しており，土砂災害リスクの回避・低減
が必要。

【市街化調整区域】
・土砂災害警戒区域，土砂災害特別警戒区域，急傾斜地
崩壊危険区域が，小学校周辺の一部に存在しており，土
砂災害リスクの回避・低減が必要。

【市街化区域】
・洪水浸水想定区域が居住誘導区域の一部（約9％）に
存在し，また，市民生活を支える医療施設等の都市機能
誘導施設が立地しており，一部地域には，浸水深が深く
（3.0～5.0m未満），浸水継続時間が長い（12時間以
上）エリアがあり，水害リスクの低減が必要。

・居住誘導区域内に，主に河岸浸食による家屋倒壊等氾
濫想定区域が存在し，水害リスクの低減が必要

・洪水浸水想定区域において，指定避難所等からの距離
が500m以上のエリアが都市機能誘導区域に存在。また，
垂直避難が困難な平屋建て住居も，誘導区域内に広く分
布しており，水害リスクの低減が必要。

【市街化調整区域】
・洪水浸水想定区域が地域拠点や小学校周辺エリアの一
部（約30％）に存在。また，一部の地域拠点や小学校周
辺エリアでは，区域の大半が洪水浸水想定区域に含まれ
ており，水害リスクの低減が必要。

低減 ハード・ソフト

　水害リスクの低減を図るため，「（仮
称）総合治水・雨水対策推進計画」に基
づき，「流す」取組（治水対策）と連携
しながら，「貯める」取組（流域対策・
土地利用対策），「備える」取組（防災
対策）を実施

【「流す」対策（主にハード）】
・河川の流下能力を向上させるための治
水対策に取り組む。

【「貯める」対策】
・河川や下水道への雨水流出を抑制する
ための流域対策に取り組む。
・自然（農地・緑地等）の保水機能向上
のための土地利用対策に取り組む。

【「備える」対策（主にソフト）】
・人的被害を防ぐため，市民等の避難行
動を促す防災対策に取り組む。
・都市機能を維持しつつ，防災対策の強
化を図るため，医療施設等の誘導施設に
ついて，浸水対策を促す対策に取り組
む。

※具体的な対策は

検討中
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埼玉県秩父市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内・外 各種ハザード情報 － － 回避 ソフト ハザード情報の周知リスク情報のオープン化（kml）

外
洪水浸水想定区域
（L2）浸水深

住居分布
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

回避 ソフト 立地誘導
・届出・勧告制度によるリスク情
報の周知による居住の誘導（居住
誘導区域に含めない）

外
家屋倒壊等氾濫流想定
区域

用途地域 がけ地に住宅が立地 回避 ソフト 立地誘導
・届出・勧告制度によるリスク情
報の周知による居住の誘導（居住
誘導区域に含めない）

内・外 各種ハザード情報 避難所の立地状況
山間部の土砂災害警戒
区域に避難所が立地

低減 ソフト・ハード 避難所の検討
災害リスクに対応した避難所の再
配置もしくは安全措置

内・外 各種ハザード情報 福祉施設等の立地状況
ハザードエリアに社会
福祉施設等、医療施設
が20件程度立地

低減 ソフト 避難計画の作成 避難確保計画の作成

内・外 各種ハザード情報 住宅分布 高齢化、過疎化 回避 ハード 住居の移転促進
防災集団移転促進事業、居住誘導
区域等権利設定等促進計画の検
討・実施

内・外
雨水出水（内水）
浸水実績図作成中

ー ー 低減 ハード・ソフト 浸水の抑制
・住宅リフォーム助成事業を活用
した宅地の嵩上げ
・浸水実績のデータ蓄積

内・外
大規模盛土造成地
（二次スクリーニング
実施中）

ー ー 低減 ソフト リスクの周知
・大規模盛土造成地マップの周知
による防災意識の向上

課題抽出 対応方針の種別居住誘
導区域
内外の

別

対応方針
具体的な対策
（複数可）
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神奈川県厚木市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内水による想定浸
水深

人口密度
住居分布（建物階数）
主要施設（避難所・医療機関・要配慮者
施設等）

ほとんどが３ｍ未満であるが、避難場
所や病院（厚木市立病院）が浸水エリ
アに立地している。

低減 ハード 基盤整備 ・雨水貯留施設の整備

回避 ソフト 危険回避
・洪水浸水想定区域等、災害リスクの高いエリアに立地
する要配慮者施設の移転の促進

住宅の整備 ・洪水浸水想定区域における住宅の浸水対策等の促進

機能継続
・災害時における都市機能（行政・交通・医療）の機能
継続のための取組
・復旧復興計画の策定

防災体制の充実
・災害リスクの高いエリアに立地する避難所の見直し
・防災拠点となる公共施設の維持管理

防災体制の充実

・防災拠点となる公共施設の維持管理
・要配慮者利用施設の避難確保計画等の作成支援
・各種団体における防災訓練の支援
・自主防災隊の育成・機能強化に対する支援
・災害に備えた備蓄の充実

意識啓発
・各種ハザードマップを用いた防災意識の向上
・学校を通じた児童・生徒の防災意識の向上
・だれもが分かりやすい災害情報の提供

回避 ソフト 危険回避
・届出による立地誘導
・要配慮者施設の移転の促進

低減 ソフト 防災体制の充実 ・災害リスクの高いエリアに立地する避難所の見直し

回避 ソフト 危険回避
・土砂災害特別警戒区域からの移住の促進及び届出によ
る立地誘導

低減 ソフト 防災体制の充実 ・災害リスクの高いエリアに立地する避難所の見直し

内 大規模盛土造成地
人口密度
主要施設（避難所・医療機関・要配慮者
施設等）

大規模盛土造成地に住宅団地が存在し
ている。

低減 ハード 基盤整備 ・大規模盛土造成地における宅地擁壁等の危険度調査等

外

洪水浸水想定区域
（L1・L2）浸水深

・ビル所有者等に対する災害時の垂直避難への協力体制
の確立

防災体制の充実

低減 ソフト

家屋倒壊等のおそれのあるエリアに木
造家屋がまとまって分布している。

人口密度
住居分布（建物階数）
主要施設（避難所・医療機関・要配慮者
施設等）

家屋倒壊等氾濫想
定区域

ソフト

内
(都市機能誘
導区域周辺)

具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別居住誘導区
域

内外の別

課題抽出

土砂災害が発生する恐れがあるエリア
に住宅団地が形成されており、地区の
一部は孤立するおそれがある。

人口密度
主要施設（避難所・医療機関・要配慮者
施設等）

土砂災害（特別）
警戒区域

外

対応方針

洪水浸水想定区域
（L1・L2）浸水深

人口密度
住居分布（建物階数）
主要施設（避難所・医療機関・要配慮者
施設等）

ほとんどが３ｍ未満であるが、避難場
所や病院（厚木市立病院）が浸水エリ
アに立地している。

低減

内・外

ソフト低減

人口密度
住居分布（建物階数）
主要施設（避難所・医療機関・要配慮者
施設等）

ほとんどが3m未満であるが、一定程度
の平屋も分布している。また、避難
所、インターチェンジ等も浸水エリア
に立地している。

広範囲に浸水のおそれがある。人口密度
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京都府福知山市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

ハード
避難場所の確
保

・避難機能を備えた施設の検討、整
備

ソフト 避難体制の強化

・マイマップ、マイタイムラインの
作成を推進
・要配慮者施設避難計画の作成を推
進

内・外
土砂災害特別警戒
区域、土砂災害警
戒区域

建物情報
（都市計画基礎調

査）

市街化区域内において
土砂災害特別警戒区
域、土砂災害警戒区域
が点在している。

回避 ソフト 立地誘導

土砂災害特別警戒区域は居住誘導区
域に指定しないが、土砂災害警戒区
域は居住誘導区域の指定を妨げな
い。

内
浸水想定区域（想
定最大）浸水深
浸水継続時間

避難所分布、
建物情報

（都市計画基礎調
査）

地区の大部分が浸水継
続時間60時間超であ
る。浸水深も大きく水
平避難が重要。避難所
生活が長時間に及ぶお
それがある。

低減 ソフト
避難生活環境
の改善

避難所の資機材、非常用電源等の備
蓄物資の充実。

内
京都府大規模盛土
造成地マップ

建物情報
（都市計画基礎調

査）

大規模盛土造成地は、
ハザードマップで災害
リスクが示されていな
い場所にも存在する。

低減 ソフト 調査

・第２次スクリーニング計画を策定
し、第２次スクリーニングを行う。
・危険と判断された場合は対策を検
討する。

具体的な対策
（複数可）

浸水想定区域の人口は
約2.7万人（市街化区
域人口の50%超）。浸
水深3.0ｍ以上の区域
の人口は約2.4万人。
由良川の河川整備計画
完了後は1/50で浸水想

定なし。

人口分布

浸水想定区域（想
定最大規模）浸水
深、浸水想定区域
（由良川河川整備
計画完了後1/50）

内 低減

対応方針の種別居住誘
導区域
内外の

別

課題抽出

対応方針
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大阪府高槻市①

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 「避難行動要支援者」支援の充実

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 市民の防災意識の向上

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード

施設の浸水防止対策
の実施

避難地として位置づけられた公園の適正な維持管理

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 避難場所の追加 防災拠点の整備と広域避難地等の確保

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 浸水継続時間の短縮 長期湛水の早期解消に向けた対策

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ソフト 避難計画の作成 ハード・ソフトが一体となった治水対策

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード

施設の浸水防止対策
の実施

豪雨時の冠水対策

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード

施設の浸水防止対策
の実施

下水道施設老朽化対策事業

外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード

施設の浸水防止対策
の実施

排水機場老朽化対策事業

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト

施設の浸水防止対策
の実施

水防対策（地域防災力強化に向けた水防団組織の活動強化対策）

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード

施設の浸水防止対策
の実施

雨量水位テレメータ管理事業

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 要配慮者利用施設の避難体制の確保

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別居住誘導
区域

内外の別

課題抽出
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大阪府高槻市②

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別居住誘導
区域

内外の別

課題抽出

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード

施設の浸水防止対策
の実施

ため池の防災・減災対策

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 多機関連携・コミュニティタイムラインの策定

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 風水害・土砂災害に関する的確な避難勧告等の判断・伝達

外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 住居の移転促進 土砂災害対策

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 立地誘導 居住の誘導

外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 地域版ハザードマップの作成・周知

内・外
洪水浸水想定区域

（L1）浸水深
内水浸水想定図 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 避難路の確保 道路施設長寿命化事業

内・外
洪水浸水想定区域

（L1）浸水深
内水浸水想定図 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 避難路の確保 都市計画道路の整備

内・外
洪水浸水想定区域

（L1）浸水深
内水浸水想定図 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 避難路の確保 道路の新設、改良、拡幅

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 災害時の情報収集・共有

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 避難所の確保と運営体制の確立

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 避難計画の作成 福祉避難所の確保

内・外
洪水浸水想定区域

（L1）浸水深
内水浸水想定図 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 避難路の確保 農道整備事業

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 低減 ハード 避難場所の追加 避難所となる学校施設の環境整備

内・外
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
住居分布 広範囲に浸水のおそれ 回避 ソフト 浸水被害の軽減 高槻市災害等応急対策実施要領の改訂と運用 67



大阪府忠岡町①

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内・外 - - - 回避 ソフト
防災意識の醸成
活動主体の育成

・各地区自主防災組織における、定期的な防災訓練の
勧奨を引き続き実施するとともに、防災・減災に関
K6:K17する活動リーダーの育成や防災講習会等を実施
し、地域防災力の強化を図ります。

内・外 - - - 回避 ソフト 情報伝達の強化

・災害時の情報通信機能を確保するため、メディアと
の連携体制の強化を図るとともに、防災情報配信サー
ビスやSNSを活用した新たな情報伝達手段の利用を推進
します。

内・外 - - - 回避 ソフト 情報伝達の強化

・災害発生時の的確な非難行動につながるよう、多言
語化や3D表示等による防災マップの刷新を図ります。

内・外 - - - 回避 ソフト 被災時の連携強化

・災害発生時に必要となる医薬品等及び医療救護人材
の早期確保につながるよう、各医師会との連携強化を
図るとともに協定の締結に努める。

内・外 - - - 回避 ソフト 情報の事前周知

・防災マップの充実を図り、災害リスクの高い地域に
対して災害リスク情報の周知啓発を図るとともに、こ
のような地域での宅地の取得を検討される方に対し
て、災害リスクの情報提供を行います。

内・外 - - - 低減 ハード 避難路の機能確保

・「忠岡町空家等対策計画」に基づき、災害時の被害
を軽減するため、空家の適正管理に向けた啓発活動を
推進するとともに、危険空家除却制度の創設を検討し
ます。

内・外 - - - 低減 ハード
避難所等の適正管

理

・災害発生時に、重要な役割を果たす町有建築物の被
害を軽減し、住民・利用者の安全と業務の継続性を確
保するため、「忠岡町耐震改修促進計画」等に基づ
き、構造、耐震診断状況等を総合的に評価し、財政状
況を踏まえ、効率的な耐震化を推進します。

内・外 - - - 低減 ハード 避難場所の追加

・災害時における避難場所や救援活動の拠点となる公
園に、防災公園としての機能を持たせるため、災害用
の備蓄倉庫やマンホールトイレ等の設置を推進しま
す。

内・外 - - - 低減 ハード
避難所等の機能強

化

・防災中枢施設の電力のバックアップ対策、自家発電
設備等の充実に努めるとともに、十分な期間の発電が
可能となるよう燃料の備蓄等に努めます。

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘
導区域
内外の

別
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大阪府忠岡町②

外
津波浸水想定
高潮浸水想定

避難所等分布
避難経路

地区の面積に対して避
難路がボトルネックに
なっており、事前避難

が必須

回避 ソフト
防災意識の醸成
活動主体の育成

・大阪木材コンビナート協会と連携の上、情報伝達訓練等
による防災意識の醸成を図ります。

外
津波浸水想定
高潮浸水想定

避難所等分布
避難経路

地区の面積に対して避
難路がボトルネックに
なっており、事前避難

が必須

回避 ソフト 避難場所の追加

・民間企業との一時避難地等の利用にかかる協定を推進し
ます。

外
津波浸水想定
高潮浸水想定

避難所等分布
避難経路

地区の面積に対して避
難路がボトルネックに
なっており、事前避難

が必須

低減 ハード 氾濫流の抑制

・地震発生に伴う防潮堤の液状化対策について、大阪府と
連携を図り取組みます。

内・外
津波浸水想定
高潮浸水想定

避難所等分布
避難経路

地区の面積に対して避
難路がボトルネックに
なっており、事前避難

が必須

回避 ソフト
避難路の機能確保
避難場所の追加

・津波避難施設（避難場所、避難路）の整備や津波避難ビ
ルの指定を推進します。

外
津波浸水想定
高潮浸水想定

避難所等分布
避難経路

地区の面積に対して避
難路がボトルネックに
なっており、事前避難

が必須

低減 ハード 氾濫流の抑制

・大阪府と連携した防潮堤等の機能維持により、津波・高
潮等への防災性の向上を図ります。

内
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2
建物高さ

雨水ポンプ場の機能停
止のおそれ

低減 ハード
施設の浸水防止対

策の実施

・耐津波診断に基づく分析を進めるとともに、分析に対応
した施設の耐水化を図ります。

内
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2
建物高さ

雨水ポンプ場の機能停
止のおそれ

低減 ハード
施設の浸水防止対

策の実施

・「忠岡町下水道ストックマネジメント計画」に基づき、
施設の修繕・改築を行い、安定した雨水排除及び効率的な
事業の推進に努めます。

内
高潮浸水継続時間
洪水浸水継続時間

建物分布 孤立のおそれ 回避 ソフト 防災意識の醸成

・自宅での垂直避難に備えて、備蓄等の災害対応方策の周
知を図ります。

内
高潮浸水継続時間
洪水浸水継続時間

建物分布 孤立のおそれ 回避 ソフト 避難場所の追加

・自宅外での避難場所を確保するため、民間施設との一時
避難地等の利用にかかる協定を推進します。

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘
導区域
内外の

別
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大阪府忠岡町③

内
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2

老年人口メッシュ
避難所等分布
避難経路

避難困難者が多く発生
するおそれ

回避 ソフト
要配慮者の安全確

保

・「忠岡町災害時避難行動要支援者支援プラン」に基づ
き、避難行動要支援者に対する情報伝達体制や避難支援・
安否確認体制の整備の支援を図ります。

内
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2

老年人口メッシュ
避難所等分布
避難経路

避難困難者が多く発生
するおそれ

回避 ソフト
要配慮者の安全確

保

・災害時に、特別な配慮が必要となる高齢者や障がい者等
の避難環境の整備に向けて、福祉避難所の確保を推進しま
す。

内・外
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2

道路幅員
避難所等分布
避難経路

避難経路が閉塞する恐
れがある

低減 ハード 避難路の機能確保

・周辺市街地の開発に併せた都市計画道路の整備によっ
て、狭隘道路の解消・防災空間の確保を推進します。

内・外
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2

道路幅員
避難所等分布
避難経路

避難経路が閉塞する恐
れがある

低減 ハード 避難路の機能確保

・道路の個別施設計画を策定し、予防保全型の維持管理を
行い、長寿命化対策を推進します。

内・外
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2

道路幅員
避難所等分布
避難経路

避難経路が閉塞する恐
れがある

低減 ハード 避難路の機能確保

・道路に面する倒壊のおそれのある危険なブロック塀等の
撤去の促進に努めます。

内・外
津波浸水想定
高潮浸水想定

L2

道路幅員
避難所等分布
避難経路

避難経路が閉塞する恐
れがある

低減 ハード 避難路の機能確保

・耐震診断補助や耐震改修補助により、住宅の耐震化を促
進することで道路を閉塞する恐れのある建築物の低減を図
ります。

内
津波浸水想定
高潮浸水想定

道路幅員
避難所等分布
避難経路

避難経路が閉塞する恐
れがある

低減 ハード 避難路の機能確保

・駅周辺の面的整備と併せて、東西に分断された都市構造
の再構築を図ります。

外 L2

土地利用現況
建物分布（構造別）

建物高さ
避難所等分布
避難所等圏域
避難経路

建物の倒壊の恐れがあ
り、迅速な非難も難し
い可能性がある

回避 ソフト 立地誘導

・避難施設等の確保により安全度が高まるまで誘導区域へ
の指定を見送ります。

内・外 内水シュミレーション
土地利用現況
建物分布

洪水が発生しなくて
も、内水による被害が
発生する可能性がある

回避 ソフト
施設の浸水防止対

策の実施

・内水による一定以上の浸水が想定される区域等を対象に
雨水浸透機能を高める取り組みを進める住民等への補助の
創設を検討します。

外

L1
30年に1度
10年に1度

L1の最大包絡前データ

土地利用現況
建物分布
建物高さ

高頻度で浸水が想定さ
れている地域

回避 ソフト 立地誘導

・河川整備や避難施設等の確保により安全度が高まるまで
誘導区域への指定を見送ります。

外

L1
30年に1度
10年に1度

L1の最大包絡前データ

土地利用現況
建物分布
建物高さ

高頻度で浸水が想定さ
れている地域

回避 ソフト
施設の浸水防止対

策の実施

・高頻度での浸水が想定されている地区を対象に宅地嵩上
げ等に対する補助制度等の創設を目指します。

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘
導区域
内外の

別
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岡山県倉敷市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

中心市街地の大部分が
浸水し，市街化区域の
うち約３割が浸水する
ことが想定

回避 ソフト 立地誘導
・浸水想定深（L1）３ｍ以上の区域は，居住誘導区域から除外
・洪水ハザードマップ，届出制度を活用したリスク情報の周知に
よる居住の誘導

避難場所までの距離が
遠く，一時避難が困難
な地域が存在

低減 ハード・ソフト
避難路・避難地の
確保

・避難時に支障となる狭隘道路の改善や水路への転落防止対策
・徒歩で避難できる身近な避難地の確保（浸水時緊急避難場所）
・避難地の整備（施設増築、更新時の拡張含む）
・自主防災組織による届出避難所の促進
・民間施設との協定
・早期避難を促す体制づくり

内・外 低減 ソフト 避難計画の作成

・地区防災計画の作成支援
・地区毎の災害リスクを踏まえた防災行動計画（マイ・タイムラ
イン等）の作成
・防災意識・知識向上のための教育支援

内 低減 ソフト
浸水対応型の建物
の普及

・浸水に強い建て方の普及
・止水板等の浸水防止対策への支援（案）

ハード 下水道整備 ・ポンプの新設，導水きょの新設等（雨水総合管理計画）

ソフト
リスクと避難の周
知

・内水ハザードマップの周知
・雨水貯留施設の設置支援

外

天井川等地形的な要因
により内水氾濫のおそ
れのあるエリアに家屋
がまとまって分布

低減 ハード 事前排水
・排水機場の改良により，事前排水の水位低下を図り，雨水貯留
機能を強化

回避 ソフト 立地誘導
・浸水想定深２ｍ以上の区域は，居住誘導区域から除外
・津波ハザードマップ，届出制度を活用したリスク情報の周知に
よる居住の誘導

低減 ソフト 避難地の確保 民間施設等を活用した「津波避難ビル」など津波避難場所の拡充

立地誘導
・居住誘導区域から除外
・土砂災害ハザードマップによる再周知と警戒避難体制の整備・
強化

移転促進 ・居住誘導区域への移転促進

ソフト 立地誘導
・安全性が確認されるまで居住誘導区域に含めない
・大規模盛土造成地マップ，届出制度を活用した防災意識の向上
及び居住の誘導

ハード 宅地耐震化
・大規模盛土造成地の安全度を調査し，必要に応じた対策を講ず
る

外
津波浸水想定区域
浸水深

住居分布
都市機能（医療・商業・教
育・行政・子育て支援・障害
者・高齢者）
避難所（500ｍ圏域）

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘
導区域
内外の

別

中心市街地の大部分が
浸水し，市街化区域の
うち約３割が浸水する
ことが想定

外

洪水浸水想定区域
（L1）浸水深

住居分布
都市機能（医療・商業・教
育・行政・子育て支援・障が
い者・高齢者）
避難所（500ｍ圏域）

ソフト

住居分布
都市機能（医療・商業・教
育・行政・子育て支援・障害
者・高齢者）

内水浸水想定及び実
績

内

内水氾濫の恐れ及び実
績があるエリアに高次
都市機能や住居が集積
している

低減

浸水想定区域に約8万
人が居住

外

３０５ヵ所の大規模盛
土造成地が存在し，そ
のうち居住誘導区域の
候補地内に６１ヵ所存

在

回避外 大規模盛土造成地

住居分布
都市機能（医療・商業・教

育・行政・子育て支援・障害
者・高齢者）

土砂災害特別警戒区
域
土砂災害警戒区域

住居分布
都市機能（医療・商業・教
育・行政・子育て支援・障害
者・高齢者）

土砂災害のおそれのあ
るエリアに家屋がまと
まって立地

回避
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福岡県久留米市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

外
家屋倒壊等氾濫想定
区域

住宅分布（構造種別）
家屋倒壊等のおそれの
あるエリアに木造家屋
がまとまって分布

回避 ソフト 立地誘導
届出・勧告制度によるリスク情報の周知による居住
の誘導（居住誘導区域からの除外）

内・
外

洪水浸水想定区域
（L2・高潮）浸水深

住宅分布（建物階数）
3m以上の浸水範囲に平
屋が多く立地

低減 ソフト 避難体制の強化
自主防災組織の自発的な防災訓練の支援。自主防災
マニュアルの策定支援。

内・
外

洪水浸水想定区域
（L2・高潮）浸水深
浸水継続時間
直近の浸水被害箇所

立体駐車場分布（建物
階数）

ー 低減 ソフト 車の避難場所の確保
車を主とした避難できる民間を含む自走式立体駐車
場と利活用への協力体制の構築

内・
外

洪水浸水想定区域
（L2・高潮）浸水深
浸水継続時間

要配慮者利用施設の分
布

浸水リスクが高いエリ
アに立地

低減 ソフト
要配慮者利用施設の
避難体制の確保

浸水想定区域内に存する要配慮者利用施設の避難確
保計画の作成を強化する

内・
外

洪水浸水想定区域
（L2）浸水深

ー ー 低減 ソフト
浸水リスクの周知、
危機意識の向上

洪水標識（想定最大深）の設置を行い、住民の水害
に対する危機意識醸成のため、水害リスクの周知を
図る

内・
外

洪水浸水想定区域
（L2・高潮）浸水深
浸水継続時間

都市施設（公園） ー 低減 ハード
公園の防災機能の拡
充

災害発生時、地域の復旧活動等の拠点となる都市公
園の防災機能拡充を推進する

内・
外

直近の浸水被害 住宅分布 浸水している 低減 ハード
浸水被害を軽減する
対策

雨水幹線、貯留施設の整備等の浸水対策を実施

内・
外

直近の浸水被害 通学路 ー 低減 ソフト 浸水対策
内水氾濫が生じている危険個所の通学路の検証を行
う

内・
外

直近の浸水被害
ため池
クリーク

ー 低減 ソフト 浸水対策
ため池・クリークを洪水調整地として活用すること
により、下流域への雨水流出を抑制し、浸水被害の
軽減を図る

内・
外

直近の浸水被害 ー ー 低減 ソフト 浸水対策
内水ハザードマップの作成を強化し、身近に起こる
浸水リスクの周知を図る

内・
外

直近の浸水被害 ー ー 低減 ソフト 浸水対策
雨水流出抑制策を推進。
（雨水貯留タンクの設置助成）

内・
外

直近の浸水被害 ー ー 低減 ソフト 浸水対策
グリーンインフラの推進
緑を活かし、保水機能を有する都市空間の形成を図
る

外 直近の浸水被害 農地 ー 低減 ソフト 土地利用
生産緑地地区の導入により、農地等の保水機能を維
持する

対応方針
具体的な対策
（複数可）

居住
誘導
区域
内外
の別

課題抽出 対応方針の種別
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熊本県熊本市

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

内
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
建物分布

高次な都市機能が集積する
が、浸水リスクがある

回避 ソフト
民間建築物の
防災機能強化

・まちなか再生プロジェクト
・民間施設等との連携強化

内 浸水実績図 内水による浸水実績がある 低減 ハード
公共下水道雨水事業等

による内水対策
・公共下水道雨水対策事業
　（重点6地区）

内
洪水浸水想定区域

（L2）浸水深
避難所等の分布 基本避難所周辺道路が狭い 低減 ハード 避難所・避難路の充実

・道路整備
・避難所の改修
・避難路変更
　　　　　　等

内 －
地域の防災組織結成率

地域版ハザードマップ作成率

地域の防災組織結成率・地域
版ハザードマップ作成率が低
い

低減 ソフト
地域の災害対応力の強
化を図る

・校区防災連絡会などの設立促進
・地域版ハザードマップ作成促進

内 浸水深 建物分布
建物階数が浸水深に対して低
く、垂直避難困難な建物が多
い

低減 ソフト
地域外への避難を促進
する

・広域避難の活用

内 浸水深 建物分布

基本避難所の浸水リスクが高
い、居住誘導区域から離れて
いる、浸水が想定される備蓄
倉庫が存在

低減 ソフト
防災基盤等の充実を図
る

・避難所等再配置

内
家屋倒壊等氾濫想定区

域
建物分布

流速が出やすく家屋倒壊等の
恐れがある区域が存在

低減 ソフト 警戒避難体制の強化 ・災害リスクの積極的周知

内 浸水到達時間 道路（アンダーパス等）
浸水到達時間が早く、早期に
浸水するリスクがある

低減 ソフト
浸水リスクの情報提供
及び活用、避難計画の
強化を図る

・災害リスクの積極的周知

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘導
区域

内外の別
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熊本県益城町

重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低減
の種別

ハード・ソフト
対策の種別

回避・低減

ハード
ソフト

（詳細は検討
中）

避難地・避難路整
備、避難計画見直
し、雨水流出抑制
（詳細は検討中)

具体的な対策については、以下の案を検討中。
・避難拠点の整備
・防災設備、避難地、避難路の整備
・避難計画の見直し・策定・運用
・排水ポンプ整備
・自主防災組織設立の誘導、防災士の育成
・雨水貯留タンクの設置助成、グリーンインフラ整備の推
進

回避 ソフト 移転誘導
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知による居住の誘
導（居住誘導区域に含めない）

内

河川浸水想定区域
（L1）浸水深、流

速（予定）、
（L2）浸水時間

（予定）

居住分布（人
口、建物階数）

浸水深1.0ｍ未満の箇所が大
半を占め、一部浸水深3.0ｍ
未満の箇所を含む。

回避・低減

ハード
ソフト

（詳細は検討
中）

避難地・避難路整
備、避難計画見直
し、雨水流出抑制
（詳細は検討中)

具体的な対策については、以下の案を検討中。
・避難拠点の整備
・防災設備、避難地、避難路の整備
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知による居住の誘
導
・避難計画の見直し・策定・運用
・排水ポンプ整備
・自主防災組織設立の誘導、防災士の育成
・雨水貯留タンクの設置助成、グリーンインフラ整備の推
進

内

大規模盛土造成範
囲（熊本地震によ
る被災の対策事業

中）

居住分布（人
口、建物分布、

建築年）

谷埋め型大規模盛土造成地に
居住者あり。

回避
ハード

（詳細は検討
中）

宅地整備
具体的な対策については、以下の案を検討中。
・宅地耐震化推進事業（大規模盛り土造成地滑動崩落防止
事業、変動予想調査）

内
平成28年熊本地震
による家屋被災状

況

建築年、建物構
造

建築年数が古く耐震基準が古
いほど、被害が大きい傾向あ
り
耐火構造（鉄筋コンクリート
造）・鉄骨造建物に比べ、木
造建物が被害が大きい

回避・低減

ハード
ソフト

（詳細は検討
中）

避難地・避難路整
備、立地誘導、避難
計画見直し、建て替
え誘導（詳細は検討

中)

外
平成28年熊本地震
による家屋被災状

況

建築年、建物構
造

建築年数が古く耐震基準が古
いほど、被害が大きい傾向あ
り
耐火構造（鉄筋コンクリート
造）・鉄骨造建物に比べ、木
造建物が被害が大きい

回避・低減

ハード
ソフト

（詳細は検討
中）

避難地・避難路整
備、立地誘導、避難
計画見直し、建て替
え誘導（詳細は検討

中)

居住誘
導区域
内外の

別

課題抽出 対応方針の種別

浸水深1.0ｍ未満の箇所が大
半を占め、一部浸水深3.0ｍ

未満の箇所を含む。

具体的な対策については、以下の案を検討中。
・避難拠点の整備
・防災設備、避難地、避難路の整備
・届出・勧告制度によるリスク情報の周知による居住や建
て替えの誘導（居住誘導区域に含めない）
・避難計画の見直し・策定・運用
・急傾斜地崩壊対策工事
・自主防災組織設立の誘導、防災士の育成

対応方針
具体的な対策
（複数可）

外

河川浸水想定区域
（L1）浸水深、流

速（予定）、
（L2）浸水時間

（予定）

居住分布（人
口、建物階数）
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宮崎県日向市
重ね合わせた
ハザード情報

重ね合わせた
都市情報

重ね合わせの結果
抽出された課題

回避・低
減

の種別

ハード・ソフ
ト

対策の種別

内・外

津波浸水想定範囲
津波浸水区域

（30分以内30㎝以
上）

空家分布状況図
人口メッシュ

医療、福祉、教育施設

■津波浸水（30分以内30㎝以上）で,最大津波
浸水深5ｍ、人口密度60人/ha以上の地域があ
る。
■津波浸水（30分以内30㎝以上）で、最大津
波浸水深5ｍ、空家の分布が多い地域がある。
■津波浸水（30分以内30㎝以上）の区域内
に、医療施設8施設、福祉施設28施設、学校4
施設が立地している。

低減
ソフト
ハード

防災意識の向上と避難体
制の整備
災害に強いまちづくり

地域等と連携した避難訓練や防災講座の実施
防災リーダーの育成
高齢者や福祉施設への早期情報伝達や避難体制整備
防災行政無線に加え、ＳＮＳ活用による多重化推進
高齢者及び障害者の避難環境整備に向けた避難所の機能向上や避難路
の整備
避難場所や避難路整備、津波避難ビルの指定推進
地域防災計画、個別避難支援プランの策定促進
計画的な非常用物資の備蓄促進
災害医療体制の整備、医薬品等の備蓄確保
津波災害警戒区域の指定に関する検討
災害リスクの低いエリアへの立地誘導
住宅耐震化の支援制度周知、住宅耐震化促進
危険ブロック塀除却促進
空家利活用促進、適正管理に向けた啓発活動推進、特定空家や危険空
家の抑制
学校施設や市営住宅の耐震化、老朽化の進む施設の維持補修と計画的
改修
個別施設計画に基づく市道整備、緊急輸送道路の耐震補強、維持管理
の推進
緊急輸送道路や重要物流道路及び代替・補完路等の早期整備促進
重要港湾細島港の機能強化や耐震化促進
上下水道施設の老朽化対策、耐震化推進
防災復興拠点の都市公園の長寿命化推進
中長期の避難所機能も兼ねた総合体育館の整備

内・外 洪水浸水想定区域
人口メッシュ

医療、福祉、教育施設

【洪水】
　■人口密度60～80人/ha、1m未満の浸水区域
（想定最大規模）で、浸水区域内に高齢者福
祉施
設1及び社会福祉施設1が立地している
　■人口密度40～60人/ha、1m未満の浸水区域
　（想定最大規模）で、浸水区域内に高齢者
福祉施
　設1が立地している
【内水】
　■人口密度60～80人/ha、1m未満の内水浸水
区域で、内水浸水区域内に高齢者福祉施設1及
び社会福祉施設1が立地している
　■人口密度40～60人/ha、1m未満の内水浸水
区域で、数年おきに内水被害があり、大雨予
想時は仮設排水ポンプを設置

低減
ソフト
ハード

防災意識の向上と避難体
制の整備
災害に強いまちづくり

河川水位情報の事前周知、地域等と連携した避難訓練や防災講座の実
施
地区防災計画、個別避難支線プランの策定促進
避難確保計画の策定促進と避難訓練の実施
防災行政無線に加え、ＳＮＳ活用等による多重化推進
高齢者及び障害者の避難環境整備に向けた避難所の機能向上や避難路
の整備
水位計の設置等による河川水位情報の監視強化と情報提供
災害リスク情報の周知、災害低リスク区域への住宅立地誘導
普通河川の適正な維持管理の推進
２級河川の適切な維持管理と整備促進
流域治水の推進
関係機関と連携した道路整備
雨量、水位等の河川情報提供の推進
ため池の防災対策
河川施設の定期点検による適切な維持管理
防災ハザードマップ等を活用した災害リスクの周知啓発
市道等の排水路の整備、維持管理の推進
内水被害発生想定時に仮設排水ポンプ設置
集団移転や土地区画整理事業等による宅地嵩上げの検討

内・外 土砂災害警戒区域等
人口メッシュ

医療、福祉、教育施設

　■市街化区域で土砂災害警戒区域内に、医
療施設が1、福祉施設が2、教育施設が2、立地
している
　■市街化調整区域内で土砂災害警戒区域内
に、医療施設が1、福祉施設が5、教育施設が
2、立地している

低減
ソフト
ハード

防災意識の向上と避難体
制の整備
災害に強いまちづくり

地域等と連携した避難訓練や防災講座の実施
地区防災計画、個別避難支線プランの策定促進
避難確保計画の策定促進と避難訓練の実施
防災行政無線に加え、ＳＮＳ活用等による多重化推進
高齢者及び障害者の避難環境整備に向けた避難所の機能向上や避難路
の整備
土砂災害警戒区域等の指定
災害低リスク区域への住宅等の立地促進
土砂災害対策事業の推進
国道327号及び国道327号バイパスの整備促進
国土保全の取組
土砂災害の危険性が高い区域の開発抑制

対応方針
具体的な対策
（複数可）

対応方針の種別課題抽出居住誘
導区域
内外の

別
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